
  
 

 
  

議案第２８号 

 

 

 

 

   令和４年度  岡垣町水道事業会計予算 

 

 

 

 

 （総則） 

第１条  令和４年度岡垣町水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （業務の予定量） 

第２条  業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１） 給水戸数           １３，０００戸 

（２） 年間総給水量      ２，８５１，０００㎥ 

（３） 一日平均給水量          ７，８１０㎥ 

（４） 主要な建設改良事業 

        水道事業費     ２６９，９５０千円 

 （収益的収入及び支出） 

第３条  収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収       入 

第１款 水道事業収益       ６３１，０２６千円 

第１項 営業収益                 ５９３，３３２千円 

第２項 営業外収益          ３７，６９３千円 

第３項 特別利益                             １千円 

支       出 

第１款 水道事業費用       ５４８，８７９千円 

第１項 営業費用         ５０５，８８９千円 

第２項 営業外費用         ４１，９８９千円 

第３項 特別損失               １千円 

第４項 予備費            １，０００千円 

 （資本的収入及び支出） 

第４条  資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

（資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額２０６，５６７千円は、

当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額２２，６５１千円、当年度

分損益勘定留保資金１６６，０５９千円、建設改良積立金８，９２９千円、

減債積立金８，９２８千円で補てんするものとする。） 
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収       入 

第１款  資本的収入        ２１８，８５５千円 

第１項 企業債          ２０８，４００千円 

第２項 他会計出資金             １千円 

第３項 負担金           １０，４５２千円 

第４項 国庫補助金              １千円 

第５項 県費補助金              １千円 

支       出 

第１款 資本的支出        ４２５，４２２千円 

第１項 建設改良費        ２６９，９５０千円 

第２項 企業債償還金       １５５，４７１千円 

第３項 国庫補助金返還金           １千円 

（企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとお

りと定める。 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

建設改良費 

 

208,400 千円 

 

 

証書借入 

 

4.5％以内（但

し、利率見直し

方式で借り入れ

る 資 金 に つ い

て、見直しを行

った後において

は、当該見直し

後の利率） 

借入先の融資条

件による。但し、

企業財政その他

の都合により繰

上償還又は、低利

に借り換えるこ

とができる。 

（一時借入金） 

第６条  一時借入金の限度額は、１０，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条  予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のと

おりと定める。 

（１） 営業費用及び営業外費用の間の流用 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条  次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費に流

用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決

を経なければならない。 

（１） 職員給与費            ５１，７２６千円 

（他会計からの繰入金） 

第９条  岡垣町一般会計予算からこの会計へ繰入を受ける金額は、１０，９８

４千円とする。 

－　310　－　



  
 

 
  

（たな卸資産の購入限度額） 

第 10 条 たな卸資産の購入限度額は、１０，０００千円と定める。 

 

 

 

令和４年 ３月 ２日提出 

 

 

              岡垣町長  門 司 晋 

－　311　－　



（収  益  的  収  入  及  び  支  出）

令和  4 年度 岡垣町水道事業会計予算実施計画

款 項 目 予 定 額 備         考

（単位：千円） 収       入

1水道事業収益 631,026

1営業収益 593,332

1給水収益 562,831料金収入

2その他の営業収
益

30,501口径別納付金、手数料

2営業外収益 37,693

1受取利息及び配
当金

1預金利息（科目保存）

2消費税還付金 1消費税還付金（科目保存）

3長期前受金戻入 35,558長期前受金戻入

4雑収益 1,601自動給水機管理委託料、土地賃
借料等

5他会計負担金 360一般会計負担金

6他会計補助金 172一般会計補助金

3特別利益 1

1固定資産売却益 1固定資産売却益（科目保存）

631,026収  益  的  収  入  合  計
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款 項 目 予 定 額 備         考

（単位：千円） 支       出

1水道事業費用 548,879

1営業費用 505,889

1原水及び浄水費 193,186水源、浄水施設の維持管理に要
する経費

2配水及び給水費 60,753配水池、配水管等の維持管理に
要する経費

3総係費 50,331事業全体の運営、管理に要する
経費

4減価償却費 192,835固定資産の減価償却費

5資産減耗費 8,782固定資産の除却費

6その他営業費用 2その他営業費用（科目保存）

2営業外費用 41,989

1支払利息及び企
業債取扱諸費

33,817企業債支払利息

3雑支出 301予算還付等

4消費税 7,871

3特別損失 1

1固定資産売却損 1固定資産売却損（科目保存）

4予備費 1,000

1予備費 1,000

548,879収  益  的  支  出  合  計
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（資  本  的  収  入  及  び  支  出）

款 項 目 予 定 額 備         考

（単位：千円） 収       入

1資本的収入 218,855

1企業債 208,400

1企業債 208,400企業債借入金

2他会計出資金 1

1他会計出資金 1他会計出資金（科目保存）

3負担金 10,452

1負担金 10,452一般会計負担金、工事負担金

4国庫補助金 1

1国庫補助金 1国庫補助金（科目保存）

5県費補助金 1

1県費補助金 1県費補助金（科目保存）

218,855資  本  的  収  入  合  計
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款 項 目 予 定 額 備         考

（単位：千円） 支       出

1資本的支出 425,422

1建設改良費 269,950

1浄水場施設整備
費

72,501浄水場設備改良工事、水源施設
改良工事等

2配水設備改良費 181,448配水管改良工事、量水器購入等

3水源開発費 16,001水源井戸削井工事

2企業債償還金 155,471

1企業債償還金 155,471企業債元金償還金

3国庫補助金返還
金

1

1国庫補助金返還
金

1国庫補助金返還金（科目保存）

425,422資  本  的  支  出  合  計
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令和  4 年度 岡垣町水道事業会計　予定キャッシュ・フロー計算書（間接法）

（令和 4年 4月 1日 から 令和 5年 3月31日まで）

( 単位:千円 )

１．業務活動によるキャッシュ・フロー

　　当年度純利益 59,484

　　減価償却費 192,835

　　賞与等引当金の増減額(△は減少) 387

　　退職給付引当金の増減額(△は減少) 3,161

　　貸倒引当金の増減額(△は減少) 50

　　長期前受金戻入額 △35,558

　　受取利息及び受取配当金 △1

　　支払利息 33,817

　　固定資産除却費 8,782

　　未収金の増減額(△は増加) △1,438

　　未払金の増減額(△は減少) △2,837

　　たな卸資産の増減額(△は増加) 102

　　小計 258,784

　　利息及び配当金の受取額 1

　　利息の支払額 △33,817

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 224,968

２．投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有形固定資産の取得による支出 △249,358

　　負担金等による収入 10,454

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △238,904

３．財務活動によるキャッシュ・フロー

　　建設改良等の財源に充てるための企業債による収入 208,400

　　建設改良等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △155,471

　　財務活動によるキャッシュ・フロー 52,929

　　資金増加額 38,993

　　資金期首残高 587,985

　　資金期末残高 626,978
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１　総　　　括 （単位：千円）

△ 106 50 939 △ 345 3

634 1,954 259 9,852 360 3,161

2,060 209 8,913 705 3,158

64

23,543

21,130

44,673

7,976

△ 148

給　　与　　費　　明　　細　　書

職　　員　　数 給　　　与　　　費

合　計 備　考

計

31,519

20,982
本
年
度

損益勘定
支弁職員

(0)
6

775 14,931 11,291

区　　　　分
法　  定
福 利 費特別職

(人)
報　酬 給　料 手　当

26,997 4,522

資本勘定
支弁職員

(0)
0

0 11,683 5,845 17,528 3,454

合　計
(0)
6

775 26,614 17,136 44,525 7,976 52,501

前
年
度

6,572 1,404

資本勘定
支弁職員

(0)
0

0 123 △ 241

20,425 3,118

資本勘定
支弁職員

(0)
0

0 11,560 6,086 17,646 3,484

損益勘定
支弁職員

(0)
6

171 10,361 9,893

合　計
(0)
6

171 21,921 15,979 38,071 6,602

管理職
員特別
勤  務
手　当

比
較

損益勘定
支弁職員

(0)
0

604 4,570 1,398

△ 118

　※　職員数は常勤職員（会計年度任用職員を除く）の合計数、（　）は短時間勤務職員（会計年度任用職員を除く）
      の合計数を示す

　　　             　　　　　　　　　　　　                                    （単位：千円）

地  域

手  当

管理職

手　当

時間外
勤  務
手  当

通  勤

手  当

期  末
勤  勉
手  当

児  童

手  当

退　職

給付費

△ 30

合　計
(0)
0

604 4,693 1,157 6,454 1,374
(0)
1

7,828

一般職
(人)

(0)
4

(0)
3

(0)
7

(0)
3

(0)
3

(0)
6

(0)
1

(0)
0

64

634

職

員

手

当

の

内

訳

区　　分
扶  養

手  当

住  居

手  当

比　　較 194 △ 276

本 年 度 852

前 年 度 658 276
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　ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

職

員

手

当

の

内

訳

区　　分
扶  養

手  当

住  居

手  当

管理職
員特別
勤  務
手　当

本 年 度 852

△ 345 3

2,060 209 8,913 705 3,158

△ 106 50 939

前 年 度

△ 148

7,224

　※　職員数は常勤職員の合計数、（　）は短時間勤務職員の合計数を示す

△ 30

合　計
(0)
0

(0)
1

0 4,693 1,157 5,850 1,374

比
較

損益勘定
支弁職員

(0)
0

(0)
1

0 4,570 1,4041,398

職　　員　　数 給　　　与　　　費

合　計 備　考

計

30,820

20,98211,683 5,845 17,528 3,454

手　当

本
年
度

損益勘定
支弁職員

(0)
6

(0)
4

76 14,931 11,291

区　　　　分

658 276

比　　較 194 △ 276 64634

64634 1,954 259 9,852 360 3,161

地  域

手  当

管理職

手　当

時間外
勤  務
手  当

通  勤

手  当

期  末
勤  勉
手  当

児  童

手  当

退　職

給付費

資本勘定
支弁職員

(0)
0

(0)
0

123 △ 241 △ 118

(0)
6

76 21,921 15,979

5,968

　　　　　　　　　 　　　　　             　　　　　　　　　　　         （単位：千円）

7,372

44,578

前
年
度

合　計
(0)
6

(0)
7

76

資本勘定
支弁職員

(0)
0

(0)
3

11,560 6,086 17,646

損益勘定
支弁職員

(0)
6

(0)
3

76 10,361 9,893 20,330 3,118

37,976 6,602合　計
(0)
6

51,802

3,484

23,448

21,130

26,614 17,136 43,826 7,976

法　  定
福 利 費特別職

(人)
一般職
(人)

報　酬 給　料

26,298 4,522

資本勘定
支弁職員

(0)
0

(0)
3
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　イ　会計年度任用職員 （単位：千円）

　　　　　　　　　 　　　　　           　（単位：千円）

604

比
較

損益勘定
支弁職員

604

資本勘定
支弁職員

職　　員　　数 給　　　与　　　費

合　計 備　考

計

699

本
年
度

損益勘定
支弁職員

699

区　　　　分

合　計

比　　較

前 年 度

通  勤

手  当

期　末

手  当

本 年 度

604

95

604

604合　計 604

前
年
度

職

員

手

当

の

内

訳

区　　分
地  域

手  当

時間外
勤  務
手  当

退　職

給付費

95

資本勘定
支弁職員

合　計 95

699

95
損益勘定
支弁職員

95 95

法　  定
福 利 費特別職

（人）
一般職
（人）

報　酬 給　料

699

699

資本勘定
支弁職員

手　当

699
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２　給料及び職員手当の増減額の明細 （単位：千円）

３　給料及び職員手当の状況

ア　職員１人当り給与

　※　再任用短時間勤務職員及び任期付職員、会計年度任用職員を除く

イ　初　任　給

期末手当の支給月数の改定に
よるもの　　　　 　　△706
時間単価計算方法改正による
もの　　　　　　　　　 135

区　分 増減額 増減事由別内訳 説　明 備　考

給　料 4,693

給与改定に伴う増減分

その他の増減分 4,453
他会計異動等によるもの
　　　　　　　　 　  4,453

昇給に伴う増加分 240 平均昇給率　        0.986%

平均給料月額(円） 303,350 

平均給料月額(円） 368,800 

一般行政職 単純労務職

その他の増減分 1,728

令和4年4月1日現在 平均給与月額(円） 420,114 

区　　　　　　　分

職員手当 1,157

制度改正に伴う増減分 △ 571

昇給によるもの　　　　 120
他会計異動等によるもの
          　　　　　 1,608

平均年齢（歳） 54.2

令和3年4月1日現在 平均給与月額(円） 346,420 

平均年齢（歳） 40.0

区　分 一般行政職(円） 単純労務職(円）
一般会計の制度

一般行政職(円） 単純労務職(円）

大学卒 182,200 182,200

高校卒 154,900 147,900 154,900 147,900
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ウ　級別職員数　

　※　任期付職員、会計年度任用職員を除く

　※　（　）は再任用職員数を示す

区　　　分
一　般　行　政　職 単　純　労　務　職

級 職員数(人） 構成比(％) 級 職員数(人） 構成比(％)

1 16.7

5　級
(0) (0)

6　級
(0) (0)

0 0.0

4　級
(0) (0)

1 16.7

0 0.0

3　級
(1) (100)

4 66.6

令和3年4月1日現在

6　級
(0) (0)

令和4年4月1日現在

5　級
(0) (0)

3　級
(0) (0.0)

1　級
(0)

2　級
(0) (0)

0 0.0

計
(1) (100.0)

1　級
(0) 0

0 0

6 100.0

0 0

4　級
(0) (0)

1 16.7

5 83.3

2　級
(0) (0)

0 0

(0)

0 0

計
(0) (0.0)

6 100.0
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　（級別の基準となる職務）

一　般　行　政　職 主査、主任
特に高度な知識又は経験を
必 要 と す る 業 務 を 行 う
主事、技師

主事、技師、
主事補、技師補

単　純　労　務　職

単　純　労　務　職

区　　　　分 3　　級 2　　級 1　　級

区　　　　分 6　　級 5　　級 4　　級

一　般　行　政　職 課長、参事、主幹
課長、課長補佐、

参事、主幹
係長、統括主査
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エ　昇給

　※　再任用職員及び任期付職員、会計年度任用職員を除く

本

年

度

職 員 数 （ Ａ ） （ 人 ） 6 6

6 号 給 （ 人 ）

昇 給 に 係 る 職 員 数 （ Ｂ ） ( 人 ） 5 5

号 給 数 別 内 訳

2 号 給 （ 人 ）

区　　　　　　分 合　　　計

代　表　的　な　職　種

一般行政職 単純労務職

3 号 給 （ 人 ） 1 1

前

年

度

職 員 数 （ Ａ ） （ 人 ） 6 6

号 給 数 別 内 訳

2 号 給 （ 人 ）

4 号 給 （ 人 ） 5 5

3 号 給 （ 人 ）

比 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） （ ％ ） 83.3 83.3

昇 給 に 係 る 職 員 数 （ Ｂ ） ( 人 ） 5 5

5 号 給 （ 人 ）

4 号 給 （ 人 ） 4 4

比 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） （ ％ ） 83.3 83.3

5 号 給 （ 人 ）

6 号 給 （ 人 ）
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オ　期末手当、勤勉手当　

　※　任期付職員、会計年度任用職員を除く

　※　（　）は再任用職員の支給率を示す

2.150 2.150 4.300

区　　　分

支　給　期　別　支　給　月　数
支給月数計
（月分）

　　職制上の段階、
　　職務の級等に
　　よる加算措置

備　考

6月（月分） 12月（月分）

本年度

(1.125) (1.125) (2.250)

有

一般会計の制度

(1.125) (1.125)

前年度

(1.175) (1.175)

2.150 2.150 4.300

2.225 2.225 4.450

(2.350)

有

(2.250)

有
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カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当　

キ　特殊勤務手当　

ク　その他の手当　

備　考

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

定年前早期
退職特例措
置(1年につ
き2％加算)

区　分
20年勤続の者

（月分）
25年勤続の者

（月分）
35年勤続の者

（月分）
最高限度
（月分）

その他の
加算措置等

区　　　　　　　分 全職種
代　表　的　な　職　種

一般行政職 単純労務職

一般会計の
制　　　度
(支給率等)

24.586875 33.27075 47.709 47.709

定年前早期
退職特例措
置(1年につ
き2％加算)

扶　　養　　手　　当 同　　　　　　　じ

給料総額に対する比率（％） 0 0 0

支給対象職員数の比率（％）
（令和4年4月1日現在）

0 0 0

代表的な特殊勤務手当の名称 なし

区　　　　　　　分 一般会計の制度との異同 差　異　の　内　容

住　　居　　手　　当 同　　　　　　　じ

通　　勤　　手　　当 同　　　　　　　じ
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令和  3 年度 岡垣町水道事業会計予定損益計算書

（令和 3年 4月 1日 から 令和 4年 3月31日まで）

千円 千円 千円

１ 営業収益

456,990(1) 給水収益

31,721 488,711(2) その他の営業収益

２ 営業費用

183,379(1) 原水及び浄水費

48,367(2) 配水及び給水費

34,671(3) 総係費

189,793(4) 減価償却費

9,341(5) 資産減耗費

2 465,553(6) その他の営業費用

23,158営業利益

３ 営業外収益

20,172(1) 他会計補助金

37,195(2) 長期前受金戻入

1,376(3) 雑収益

405 59,148(4) 他会計負担金

４ 営業外費用

33,981(1) 支払利息及び企業債取扱諸費

199 34,180 24,968(2) 雑支出

48,126経常利益

48,126当年度純利益

379前年度繰越利益剰余金

11,236その他未処分利益剰余金変動額

59,741当年度未処分利益剰余金
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令和  3 年度 岡垣町水道事業会計予定貸借対照表

(令和 4年 3月31日)

資  産  の  部

千円 千円 千円 千円

１  固定資産

(1)  有形固定資産

168,525イ  土地

60,807ロ  建物

20,042△40,765　  建物減価償却累計額

7,056,168ハ  構築物

3,802,857△3,253,311　  構築物減価償却累計額

1,092,889ニ  機械及び装置

268,091△824,798　  機械及び装置減価償却累計額

2,965ホ  車両及び運搬具

733△2,232　  車両及び運搬具減価償却累計額

20,700ヘ  工具、器具及び備品

1,090△19,610　  工具、器具及び備品減価償却累計額

900ト  建設仮勘定

4,262,238有形固定資産合計

(2)  無形固定資産

12,028イ  水利権

33,814ロ  ソフトウェア

45,842無形固定資産合計

4,308,080固定資産合計

２  流動資産

(1)  現金預金 587,985

19,657(2)  未収金

△702　　  貸倒引当金 18,955

(3)  貯蔵品 968

607,908流動資産合計

4,915,988資 産 合 計
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負  債  の  部
３  固定負債

(1)  企業債 2,332,454

(2)  引当金

イ  退職給付引当金 36,116

2,368,570固定負債合計

４  流動負債

(1)  企業債 155,471

(2)  未払金 54,348

(3)  引当金

イ  賞与等引当金 3,598

(4)  その他流動負債 51,556

264,973流動負債合計

５  繰延収益

(1)  長期前受金 1,455,382

(2)  長期前受金収益化累計額 △874,702

580,680繰延収益合計

3,214,223負 債 合 計

資  本  の  部
６  資本金

(1)  自己資本金

346,389イ  出資金

773,713ロ  組入資本金

1,120,102自己資本金合計

1,120,102資本金合計

７  剰余金

(1)  資本剰余金

6,000イ  施設負担金

56,399ロ  受贈財産評価額

62,399資本剰余金合計

(2)  利益剰余金

177,055イ  減債積立金

105,472ロ  利益積立金

176,996ハ  建設改良積立金

59,741ニ  当年度未処分利益剰余金

519,264利益剰余金合計

581,663剰余金合計

1,701,765資 本 合 計

4,915,988負債資本合計
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注 記 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品 先入先出法による。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

・減価償却の方法 定額法による。 

・主な耐用年数

建物 １０～５０年 

構築物 １０～６０年 

機械及び装置 １０～２０年 

車両及び運搬具  ４～ ６年 

工具、器具及び備品  ２～１３年 

（２）無形固定資産 

・減価償却の方法 定額法による。 

・主な耐用年数

水利権 ２０年 

ソフトウェア ５年 

３ 引当金の計上方法 

（１）退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相

当する金額を計上している。 

（２）賞与等引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当と同手当に係る法定福利費の支給に備えるため、当

年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

（３）貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上

している。 
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４ 消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式による。 

Ⅱ．予定貸借対照表等関連 

１ 貸倒引当金の取り崩し 

令和３年度において、不納欠損による損失に係るものとして貸倒引当金３８５，８

１０円を取り崩した。 

令和４年度において、不納欠損による損失に係るものとして貸倒引当金１８７，７

４０円を取り崩した。 

２ 退職給付引当金の取り崩し 

令和３年度において、退職手当として３，５３５，３９０円を支給するため、退

職給付引当金３，５３５，３９０円を取り崩した。 

３ 賞与等引当金の取り崩し 

令和３年度において、期末手当・勤勉手当の支給及び同手当に係る法定福利費の支

出をするため、賞与等引当金３，３７０，０５４円を取り崩した。 

令和４年度において、期末手当・勤勉手当の支給及び同手当に係る法定福利費の支

出をするため、賞与等引当金３，５１０，４６２円を取り崩した。 

－　347　－　


	議案
	予算実施計画
	令和4年度予定キャッシュ・フロー計算書
	給与費明細書
	令和3年度予定損益計算書
	令和3年度予定貸借対照表
	令和4年度予定貸借対照表
	予算説明書
	注記



